
Ⅱ 安心して暮らせるしまね
１．安全対策の推進

(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

88 新規 総合防災情報システ 当初要求 県、市町村、消防本部、その他防災関係 防 災 部

ム更新整備事業 48,924 機関における情報連絡体制の確立や防災情 [消防総務課]

↓ 報の共有化、住民への防災情報の提供を行

査定 う総合防災情報システムを更新

48,924 ［債務負担行為］

設定額 295,326千円（Ｈ30～35）

89 防災行政無線整備事 当初要求 県防災行政無線（衛星系、端末系）の老 防 災 部

業 797,236 朽化に伴い、デジタル化及びＩＰ化更新を [消防総務課]

↓ 実施

査定 ［事業期間］Ｈ27～29

797,236 ［Ｈ29実施内容］

国・県機関等の設備の整備

90 新規 住民の地震体験を通 当初要求 地震対策における住民の防災意識の向上 防 災 部

した防災意識啓発事 41,820 を図るため、老朽化した起震車（地震体験 [消防総務課]

業 ↓ 車）を更新

査定

41,820

91 消防職員・消防団員 当初要求 消防活動の充実強化、地域防災力の向上 防 災 部

活動強化事業 68,591 を図るため、消防職員・消防団員の教育訓 [消防総務課]

↓ 練等を実施し、地域の取組を支援

査定 ①消防学校における教育訓練

68,591 消防職員・消防団員に対し、消防知

識や技術の向上を図るための教育訓練

を実施

②消防団と住民の連携による地域防災力

の向上

・地域防災コーディネーターを県消防

協会に配置

・消防団が地域住民と連携し災害時の

避難活動を検討するモデル事業を実

施

・各事業所の従業員による機能別分団

を設置する市町村の取組を支援

【新規】

・女性団員の活動をＰＲする人材を講

演等に派遣 【新規】



(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

92 震災・風水害等災害 当初要求 地域防災計画に沿って、地域住民と一体 防 災 部

対策事業 24,747 となって災害に備えた対策を実施 [防災危機管

↓ ①防災訓練の実施（情報伝達、避難訓練、 理課]

要求見直し 応急対策等）

27,207 ・島根県総合防災訓練の実施

↓ ・中国５県共同防災訓練

査定 ②防災研修の開催等

27,207 ・地域防災人材育成研修

・自主防災組織のリーダー等への研修

や防災安全講演会を開催

・地域の防災力向上に資するため、職

員を防災士として養成 【新規】

③防災備蓄物資の更新・補充

防災備蓄物資整備計画で想定する備

蓄物資を更新・補充

④市町村等の防災力向上支援

・市町村ＢＣＰ（業務継続計画）の策

定を支援

・被災地に派遣する職員を対象に、避

難所運営等の実践的な研修を実施

【新規】

93 原子力防災・安全対 当初要求 原子力災害の発生に備え、要配慮者屋内 防 災 部

策事業 1,322,597 退避施設等の放射線防護設備の整備、環境 [原子力安全

↓ 放射線等監視、住民避難体制等を充実 対策課]

要求見直し ①モニタリング機能の強化

2,077,266 ・テレメータシステムのソフトウェア

↓ 改修

査定 ・大気中放射性物質測定機器の更新

2,077,266 ②２県６市による防災訓練の実施

［うちH28.2補正計上］ 初動対応、住民避難、緊急時モニタ

750,000 リング等

③普及啓発の実施

広報誌やパンフレット等の作成配

布、講演会の開催など

④要配慮者屋内退避施設等の確保

放射線防護設備の整備



(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

94 道路整備事業（落石 当初要求 道路の安全を確保するため、「落石に係 土 木 部

対策） 2,464,000 る道路防災計画」に基づく対策等を実施 [道路維持課]

↓ ［主な実施内容］

査定 ・道路斜面点検及び危険な石の除去

2,464,000 ・落石防護網等の設置

95 新規 水防情報システム整 当初要求 雨量、水位、ダム諸量などのデータを一 土 木 部

備事業 52,000 元的に管理し、関係機関及び県民への情報 [河 川 課］

↓ 提供や水防情報の発表に活用するシステム

査定 を更新整備

52,000 ［事業期間］Ｈ29～35

［Ｈ29実施内容］

システム詳細設計・運用設計

［債務負担行為］

・設定額 661,500千円（Ｈ30～35）

・システム開発、運用・保守経費

96 建築物等地震対策促 当初要求 国の新耐震基準導入（昭和56年）以前に 土 木 部

進事業 9,800 建築された木造住宅の耐震化を促進するた [建築住宅課］

↓ め、補強計画策定や改修等の経費を助成

査定 ［実施主体］市町村

9,800 ［上限額］

・補強計画策定 100,000円／戸

・耐震改修 206,000円／戸

・解体 100,000円／戸

97 要緊急安全確認大規 当初要求 地震発生時に特に安全性が求められる不 土 木 部

模建築物に対する耐 94,161 特定多数の者が利用する大規模な建築物の [建築住宅課］

震改修助成事業 ↓ 耐震改修費の一部を助成

査定 ［対象施設］

94,161 国の新耐震基準導入（昭和56年）以

前に建築された不特定多数の者が利用

する大規模建築物

［負担割合］

国1/3､県1/6､市町村1/6、事業者1/3

［上限額］50,300円／㎡以内



(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

98 新規 要安全確認計画記載 当初要求 地震災害時に人命救助活動等に必要な物 土 木 部

建築物に対する耐震 8,038 資、要員等の広域的な緊急輸送を行う道路 [建築住宅課］

診断・改修助成事業 ↓ を閉塞させるおそれがある建築物の耐震診

査定 断及び改修経費の一部を助成

8,038 ［対象施設］

国の新耐震基準導入（昭和56年）以

前に建築され、県及び市町村の耐震改

修促進計画において指定した緊急道路

沿いで道路を閉塞する恐れがある建築

物

①耐震診断助成

［負担割合］

国1/2、県1/4、市町村1/4

［上限額］

1,030円／㎡～2,060円／㎡以内

②耐震改修助成

［負担割合］

国2/5、県1/6、市町村1/6、事業

者4/15

［上限額］

住宅33,500円／㎡以内

住宅以外50,300円／㎡以内

99 新型インフルエンザ 当初要求 新型インフルエンザ等の感染症発生時に 健康福祉部

対策事業 270,141 適切に対処するための体制整備 [薬事衛生課]

↓ ①初動対応体制の確保

査定 帰国者接触者相談センターの設置、

270,141 ウイルス検査及び感染拡大防止対策経

費

②空床確保

県の要請により重症患者等の受入れ

のために空床を確保した医療機関を支

援

③抗インフルエンザ薬の備蓄

国の新たな備蓄計画に基づき、抗イ

ンフルエンザ薬を購入



(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

100 消費者行政推進事業 当初要求 消費者被害の防止等に向けた取組及び消 環境生活部

39,142 費者相談体制の強化 [環境生活総

↓ ①県事業 務課]

査定 消費者教育・啓発の推進

39,142 ②市町村事業（市町村への助成）

市町村の消費者相談窓口の機能強化

101 風雪害等による農業 当初要求 風雪害等に備え、農業施設等の復旧費に 農林水産部

施設等復旧対策事業 300,000 対する助成枠を計上 [農産園芸課]

↓

査定

300,000

102 農畜産物の放射性物 当初要求 福島第一原子力発電所事故の影響による 農林水産部

質検査等事業 45,633 県産肉用牛の風評被害の防止や安全性を確 [畜 産 課]

↓ 認するため、県内でと畜する肉用牛全頭に

査定 ついて放射性セシウム検査を実施

45,633

103 警察施設整備事業 当初要求 ①機動隊の移転改築 42,213 警 察 本 部

272,578 ［総事業費］約25.7億円

↓ うち国整備分 約15.1億円

要求見直し 県整備分 約10.6億円

281,893 ［事業計画］

↓ ・Ｈ28 用地取得等

査定 ・Ｈ29 庁舎実施設計及び土地

281,893 造成設計

・Ｈ30～32 土地造成工事及び建設

工事

・Ｈ32 新庁舎へ移転

②駐在所の整備 239,680

老朽化した駐在所を計画的に整備

104 通信指令システム高 当初要求 110番通報に迅速かつ的確に対応するた 警 察 本 部

度化更新事業 50,760 めに整備している通信指令システムを更新

↓ ①警察庁の基本システムの更新に合わせ

査定 た県システムの更新

50,760 ［債務負担行為］

設定額 1,475,737千円

（Ｈ29～34）

②停電時の電力供給のための電源装置の

更新



(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

105 交通管制センター高 当初要求 信号機を制御することにより交通の円滑 警 察 本 部

度化更新事業 217,911 化を図る交通管制システムを更新

↓ ［更新内容］

査定 信号機の制御機能に加えて、カーナ

217,911 ビを通じた信号情報の提供機能を追加

106 県有施設長寿命化推 当初要求 県有施設の長寿命化を図りながら、施設 総 務 部

進事業 3,435,871 修繕費を平準化するため、維持保全計画に [管 財 課]

↓ 基づく計画的な修繕を実施

査定 ［対象施設］

3,136,871 知事部局、警察本部、教育委員会、

県立大学

107 新規 地方創生拠点整備交 当初要求 国の交付金を活用し、地方創生の拠点と 総 務 部

付金事業 0 なる施設を改修 [総 務 課]

↓ ［改修内容］ [管 財 課]

要求見直し ①しまね海洋館アクアス 地域振興部

1,054,250 シロイルカプール・タッチプール [しまね暮ら

↓ 等の改修 し推進課]

査定 ②県立美術館 環境生活部

1,054,250 展示スペース等の改修 [文化国際課]

［うちH28.2補正計上］ ③三瓶自然館サヒメル

1,054,250 自然観察通路、空調設備等の改修

④県立大学（松江キャンパス）

講義室・研究室等の改修


